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2017 年 10 月 16 日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は上値追いとなった。米国株の堅調に加え、北朝鮮リスクの後退や衆院選に向けて与党が

優勢との報道を背景に、買い優勢の展開となった。日経平均は13日まで9日連続の上昇となり、2015年 6月24

日のアベノミクス相場のザラバ高値(20952 円)を抜いて、21000 円の大台を回復した。物色は指数寄与度の高い

主力銘柄が上昇したほか、業績好調で好取組の銘柄の堅調さが目立った。なお、10 月オプション SQ 値は

20957.62 円。米国市場は、良好な経済指標と減税策への期待から続伸歩調となり、NY ダウは最高値更新が続

いた。為替市場でドル円は、米長期金利が上昇したものの、1ドル112円台で一進一退の動きとなった。ユーロ円

はじり高歩調となり、約半月ぶりに 133 円台半ばを付けた。 

今週の東京市場は、概ねしっかりの展開となろう。急ピッチの上昇に対する警戒感や米韓軍事演習に伴う北

朝鮮リスク、衆院選の状況等から、スピード調整となる可能性はあるものの、米国株の堅調や企業業績への期

待から、戻りを試す動きが続こう。主力銘柄は外国人投資家の買いが見込まれるほか、業績好調銘柄が物色さ

れよう。米国市場は高値警戒感やトランプ大統領発言への懸念がくすぶるものの、企業決算や減税策への期待

から、堅調な展開が続こう。為替市場でドル円は、米景気指標を睨みながら、1 ドル 112 円台でもみ合いが続こう。

ユーロ円は域内景気の好調を背景に、ユーロ強含みとなり、１ユーロ 134 円をうかがう動きとなろう。 

今週、国内では 18 日(水)に 9 月の訪日外国人数、19 日(木)に 9 月の貿易統計が発表されるほか、22 日(日)

に衆院選投開票が行われる。一方、海外では 16 日(月)に 9 月の中国消費者物価、17 日(火)に 9 月の米鉱工業

生産、18 日に 9月の米住宅着工、19 日に 7－9月期中国 GDP、9 月の鉱工業生産、小売り売上高、9 月の米景

気先行指数が発表されるほか、18日から中国共産党大会、19日、20日(金)に EU首脳会議、20日、21日(土)に

APEC財務相会合が開催される。 

テクニカル面で日経平均は、戻りの大きな節目だった一昨年 6月高値を抜いてきた。当面は今年 6月 20日高

値(20318 円)から 9 月 8 日安値(19239 円)までの下げ幅(1079 円)の倍返しの水準(21397 円)を目指す動きとなろ

う。一方、25 日線とのかい離率は一時 4.5％台まで拡大し、過熱感が強まっている。5 日線(20901 円：13 日現在)

や日足一目均衡表の転換線(20787 円：同)が目先の下値めどとなるが、これらを下回ると 25 日線(20292 円：同)

の上昇を待つ形で調整となろう。 (大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆テクニカル的に好位置にある主な取組良好銘柄群 

東証 1部信用倍率は、6日時点では2.33倍となっており、日証金貸借倍率も12日時点で 0.88倍と 1倍を割り

込む水準にある。個別でも全体の37.2％に相当する 754銘柄が1倍以下、0.7倍以下まで絞っても 582銘柄と取

組良好な銘柄が多数存在している。テクニカル的に好位置にある銘柄も多く、注目したい。 （野坂 晃一）  

 

投資のヒント 
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大陽日酸 （4091･東 1) 

三菱ケミカル系で産業用ガスのトップ。ステンレスボト

ル『サーモス』が人気。18年 3月期第 1四半期(4－6月)

業績は売上高が前年同期比 13.1％増の 1508.6 億円、

営業利益が同16.3％増の143.3億円となった。主力のガ

ス事業では国内が、産業ガス関連で溶断機器・溶接材

料が伸びたほか、エレクトロニクス関連では液晶パネ

ル・半導体関連向けに需要が増加した。また、エネルギ

ー関連では LP ガスが販価上昇で、前年を大きく上回っ

た。米国では昨年エア・リキード社から買収した事業が

寄与したほか、エレクトロニクス関連の機器・工事も好

調だった。アジア・オセアニアでは台湾を中心にエレクト

ロニクス関連の需要増で大幅増となった。一方、サーモ

ス事業はインバウンド需要が一巡し、減収減益となった。

中間および通期の計画は据え置かれたが、営業利益の

中間計画(273 億円)に対する第 1 四半期の進捗率は

52.5％と前年同期の 47.5％を上回っており、計画上振れ

も期待されよう。 （大谷 正之） 

 

オリエンタルランド（4661･東 1) 

第 1四半期は売上高が前年同期比 2.7％増の 1098.7

億円、営業利益が同10.0％増の250.6億円。東京ディズ

ニーシーの新規アトラクション『ニモ＆フレンズ・シーライ

ダー』の好調で入園者数が前年を上回ったほか、シー

の 15 周年記念イベントの反動による商品、飲食販売の

減少を入園料値上げで相殺し、増収となった。営業利益

は人件費の増加などがあったものの、増収効果や商

品・飲食原価率の減少、ホテル事業の費用減少などで

増益となった。通期見通しは据え置かれたが、第 2 四半

期は、映画とのタイアップイベント『ディズニー・パイレー

ツ・サマー』やエレクトリカルパレードのリニューアルなど

があり、8 月の天候不順があったものの、上半期の入園

者数は1477.5万人（前年同期比3.1％増）と、上半期とし

ては過去最高の入園者数となった。さらに、2018 年度に

はディズニーリゾート 35 周年「Happiest Celebration！」

のイベントが控えている。新しい昼のパレード「ドリーミン

グ・アップ！」に加え、「イッツ・ア・スモールワールド」の

リニューアルオープンも予定されている。 （大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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三菱電機 （6503･東 1)  

第 1四半期の営業利益は前年比 24.4％増の 742 億

円。有機ＥＬ関連、スマホ、電気自動車（ＥＶ）関連の設

備投資増加、自動車機器が好調だった産業メカトロニク

ス部門が大幅な増益だった他、パワー半導体の需要増

などの電子デバイス部門、採算改善などが寄与した情

報通信システム部門も増益だった。通期の営業利益は

3000億円を計画（期初計画は2800億円）。ただ、有機Ｅ

Ｌ、スマホ、ＥＶ、半導体業界などの設備投資拡大が続く

とみられることから、収益の柱の一つであるＦＡシステム

の好調が見込まれる他、生産性の改善効果、為替動向

（会社想定レートは 1 ドル 105 円、1 ユーロ 120 円）など

を鑑みると保守的な計画と思われる。なお、2020 年度ま

でに売上高5兆円以上、営業利益率8％以上というやや

高いハードルに見える成長目標を掲げているが、次世

代のものづくりを実現するトータルソリューション「ｅ-Ｆ＠

ctory」やパワー半導体、宇宙システム、自動車機器な

どの成長が鍵となろう。 （増田 克実） 

 

 

その他 
 
今期、来期と業績拡大が期待される主な銘柄 
ウエルシアＨＤ（3141）、ＳＵＭＣＯ（3436）、昭和電工（4004）、花王（4452）、東海カーボン（5301）、 
古河電工（5801）、ＬＩＸＩＬＧ（5938）、日立（6501）、安川電機（6506）、日本電産（6594）、パナソニック（6752）、 
ローム（6963）、ソフトバンク（9984） 
 

ビックカメラ（3048） 
今期の営業利益は前年比 14.4％増の 250 億円を見込む。ＰＢ商品の開発強化・拡大による利益率の改善、コジ
マとの物流統合効果、ＥＣ事業の拡大、構造改革によるソフマップの黒字転換などが見込まれる。また、2011 年
の地デジへの完全移行時に購入した液晶テレビを始めとした家電製品の買い替え需要の増加なども今後期待さ
れよう。 
 

コマツ（6301） 
会社側の通期営業利益は 1560 億円と減益の計画だが、KMC（コマツマイニング）の新規連結費用などで約 480
億円の減益分が織り込まれている。ただ、今後の国内建機需要を慎重に見るとしても、足元の世界景気の動向、
為替水準、鉱山機械の需要回復などが予想される他、第 1四半期決算発表時に据え置かれた期初計画は保守
的と思われる。来期は、資源価格回復の恩恵を受けやすいとみられる KMC（資源メジャー向けに強みを持ち、部
品・サービス事業が売上高の約 8割）の収益貢献が期待される他、KMC一時費用の減少などが増益要因となり
そうだ。 
 

日本信号（6741） 
ホームドアなど鉄道会社の安全投資や国の交通系インフラへの投資は 2020 年の東京オリンピック・パラリンピッ
クに向けて徐々に加速するとみられ、同社主力製品の需要拡大が期待されよう。 

                            （増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

１０月１６日（月） 

９月首都圏マンション販売（１３：００、不動産経研） 

１０月１７日（火） 

特になし 

１０月１８日（水） 

９月訪日外国人数（１６：００、政府観光局） 

１０月１９日（木） 

９月、１７年度上半期貿易統計（８：５０、財務省） 

８月全産業活動指数（１３：３０、経産省） 

１０月２０日（金） 

９月粗鋼生産（１４：００、鉄連） 

９月主要コンビニ売上高（１６：００、フランチャイズチェーン協） 

皇后さま誕生日（８３歳） 

１０月２２日（日） 

衆院選投開票 

      

＜国内決算＞ 

１０月１６日（月） 

15:00～  【2Q】東宝<9602> 

時間未定 メタップス<6172> 

１０月２０日（金） 

13:00～  【3Q】モバファク<3912> 

15:00～  【1Q】ゲンキー<2772> 

【2Q】東製鉄<5423>、エンプラス<6961>、ジャフコ<8595> 

【3Q】サーティワン<2268> 

時間未定 【2Q】ＫＯＡ<6999> 

  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

１０月１６日（月） 

中  ９月消費者物価・卸売物価 

米  １０月ＮＹ州製造業景況指数 

米韓海軍合同演習（２６日まで） 

休場  コロンビア（民族祭） 

１０月１７日（火） 

独  １０月ＺＥＷ景気期待指数 

米  ９月輸出入物価 

米  ９月鉱工業生産・設備稼働率 

１０月１８日（水） 

米  ９月住宅着工件数 

米  ベージュブック 

休場  シンガポール、マレーシア（ヒンズー教新年） 

中国共産党全国代表大会（北京） 

１０月１９日（木） 

中  ７～９月期ＧＤＰ 

中  ９月鉱工業生産・小売売上高 

中  １～９月の都市部固定資産投資 

米  １０月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 

米  ９月景気先行指数 

ＥＵ首脳会議（２０日まで、ブリュッセル） 

休場  インド（ヒンズー教デワリ祭） 

１０月２０日（金） 

欧  ８月ユーロ圏国際収支 

米  ９月中古住宅販売 

ＡＰＥＣ財務相会合（２１日まで、ベトナム・ホイアン） 

休場  インド（ヒンズー教デワリ祭） 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

１０月１６日（月） 

ネットフリックス 

１０月１７日（火） 

ゴールドマン・サックス、Ｊ＆Ｊ、ユナイテッドヘルス、モルガン・スタンレー、ＩＢＭ 

１０月１８日（水） 

イーベイ、アメックス、アルコア 

１０月１９日（木） 

トラベラーズ、ベライゾン、インテューイティブ、ペイパル 

１０月２０日（金） 

ＧＥ、Ｐ＆Ｇ、ハネウェル・インターナショナル 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080 円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300 万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600 円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担いただ

きます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読みへ下さい。これら目論見書等、資料の

ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2017 年 10 月 13 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2017 年 10 月 13 日 


